
近年の主な保護司関係の取組一覧（概要）

時　代 保護司法等関係 推薦・委嘱の手順、年齢条件
職務の在り方、

保護観察官との協働態勢
待遇、活動環境 その他調査等

昭　和

２４年 犯罪者予防更生法

犯罪者予防更生法

・保護観察官（１９条）

・保護司（２０条）

・実行機関（３９条）

「犯罪者予防更生法実施記念フェアー（銀座フェ

アー）」開催（のちに「社会を明るくする運動」として

展開）

２５年 保護司法

補導諸費支給規則

・保護観察の担当（担当１件：１か月５０円以内）

・環境の調査又は調整（要した実費額以内）

全国保護司連盟結成

２９年 保護司実費弁償金支給規則

４８年
保護区及び保護区ごとの保護司の

定数に関する規則
地域類型と保護司の機能（法総研紀要）

平　成

１０年

保護司法改正

・職務の遂行（８条の２）

・保護司会（１３条）

・保護司会連合会（１４条）

・地方公共団体の協力（１７条）

１１年
保護司会及び保護司会連合会に関

する規則

１３年 保護司の選考に関する規則

１６年
新任時上限年齢６５歳以下

再任時上限年齢７６歳未満

１７年
保護司の活動実態と意識に関する調査（法総研報

告）

１８年 更生保護のあり方を考える有識者会議報告書

１９年 更生保護法

更生保護法

・保護司（３２条）

・保護観察の実施者（６１条）

保護司会活動分担費（保護司会の任務遂行に伴う費用を

弁償することを目的）を予算化

２０年 保護司候補者検討協議会 保護司研修要綱（改訂） 更生保護サポートセンター設置開始

２３年 保護司会における会計処理基準の導入 全国保護司連盟が更生保護法人化

２４年 新任時上限年齢６６歳以下

対象者等からの物的損害等に対する補償制度

◎物的損害事故（建物・家財・金銭等対象）

・建物の放火等（全損）　2,000万円以内

・建物の放火等（半損）　1,000万円以内

・その他　２０0万円以内（窃盗被害：１０万円以内）

◎家族等に対する傷害事故

・死亡　1,000万円

・後遺障害　1,000万円以内

・入院　5万円以内

・通院　1万円以内

※保護司が職務に伴い人的損害を被った場合は、国家公

務員災害補償法により補償

保護司の確保等に関する調査

保護司に対する意識調査（犯罪白書）

保護司制度の基盤整備に関する検討会報告書

２６年

保護司の安定的確保に関する基本的指針

「保護司活動に対する御理解・御協力について（依

頼）」発出（法務省・総務省連名）

第１回アジア保護司会議

２７年

保護司実費弁償金の充実

【処遇活動関係】

・補導費

・生活環境調整費

・保護司研修等出席実費

・保護司セミナー実施経費

・保護司活動インターンシップ実施経費

【組織活動関係】

・保護司会連合会の運営に関する経費

・保護司会の運営に関する経費

・更生保護サポートセンターに関する経費

２８年 再犯の防止等の推進に関する法律 保護司活動インターンシップ

２９年 第１次再犯防止推進計画 第２回アジア保護司会議

３０年
保護司制度に関するアンケート

再犯防止対策に関する世論調査

３１年 保護司の活動に関するアンケート調査（総務省）

令　和

元年 更生保護サポートセンター（８８６地区設置）

「再犯防止対策の推進に向けた保護司活動に対する

一層の御理解・御協力について（依頼）」発出（法

務省・総務省連名）

２年
保護司適任者の安定的確保に向けた効果的な訴求方

策に関する調査研究

３年

本人の希望により７８歳になる前

日まで再任可能（特例再任）

７８歳に達した以降は事件担当せ

ず

保護司複数指名制（新任保護司が

担当する保護観察事件・生活環境

調整事件、処遇困難事案）

保護司専用HP“H@（はあと）”運用開始

保護司用タブレット・モバイルルーター各１台（８８６

地区配備）

京都保護司宣言（第１４回国連犯罪防止刑事司法会

議世界保護司会議）

若手保護司によるオンラインフォーラム実施

「更生保護ボランティア」に関する実態調査ｰ保護司

を中心としてｰ（総務省勧告）

「保護司活動に対する一層の御理解・御協力につい

て（依頼）」発出（法務省・総務省連名）

４年 保護司セミナー 保護司に係る諸問題に関する研究（法務研究）

５年 第２次再犯防止推進計画

保護司会の会計事務等を支援する事務補佐員の保護司会

への派遣

インターネット広告の掲載

「世界保護司デー」の創設等に向けた国際発信

持続可能な保護司制度の確立に向けた検討会

今後の保護司の在り方に関する研究（法務研究）


